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組 合 公 報 

平 成 ２ ９ 年  ４ 月 １ １ 日 

富 山 市 下 野 ９ ９ ５ 番 地 の ３ 

富 山 県 市 町 村 職 員 共 済 組 合 

 電話０７６（４３１）８０３１  

 

 公告第１号  

 

富山県市町村職員共済組合運営規則の一部変更について  

 

 富 山 県 市 町 村 職 員 共 済 組 合 運 営 規 則 の 一 部 変 更 に つ い て は 、

地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法 第 １ ０ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、 平 成

２ ９ 年 ４ 月 １ ０ 日 付 で 下 記 の と お り 理 事 長 に お い て 専 決 処 分

し た の で 公 告 す る 。  

 

 平成２９年 ４月１１日  

 

富山県市町村職員共済組合  

理事長  髙  橋  正 樹  

 

記  

 

   富山県市町村職員共済組合運営規則の一部変更について 

 

 富山県市町村職員共済組合運営規則（昭和 37 年規則第１号）の一部

を次のように変更する。 

 第９条第１項を次のように改める。 

第９条 組合は、社会保険診療報酬支払基金（以下「基金」という。）

との契約により、次の各号に掲げる事務を基金に委託するものとする。 

 ⑴  保険医療機関若しくは指定訪問看護事業者又は保険薬局に対す

る組合員及び被扶養者の療養の費用の支払に関する事務（当該療

養の給付の審査を含む。次項において同じ。）  

 ⑵  組合員の出産費及び家族出産費（以下この号において「出産費

等」という。）の支給申請並びに受取に係る代理契約を締結した者

に対する正常分娩に係る出産費等の支払に関する事務  
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 第９条の２第１項中「社団法人国民健康保険中央会」を「公益社団

法人国民健康保険中央会」に、「組合員が出産費及び家族出産費（以下

「出産費等」という。）の支給申請及び受取に係る代理契約を締結した

者に対する正常分娩に係る出産費等の支払に関する事務」を「法第 63

条第２項の規定により出産費の受給権を有する組合員であった者に代

わり出産費を代理受領する国民健康保険の保険者に対し、組合が支払

うべき出産費の支払に関する事務」に改め、同条第３項中「、委託金

の額」を削る。 

 

   附  則  

 この変更は、公告の日から施行し、平成 29 年４月１日から適用する。 
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  富山県市町村職員共済組合運営規則の一部変更  新旧対照表 

（傍線部分は、変更を示す） 

変    更    前 変    更    後 備  考 

第１条 ～ 第８条 （略） 

 （社会保険診療報酬支払基金との契約） 

第９条 組合は、社会保険診療報酬支払基金（以下｢基金｣という。）と

の契約により、保険医療機関若しくは指定訪問看護事業者又は保険薬

局に対する組合員及び被扶養者の療養の費用の支払いに関する事務

（当該療養の給付の審査を含む。次項において同じ。）を基金に委託

するものとする。 

 

 

 

 

２ ～ ４ （略） 

 （国民健康保険中央会との契約） 

第９条の２ 組合は、社団法人国民健康保険中央会  との契約によ

り、組合員が出産費及び家族出産費（以下「出産費等」という。）の

支給申請及び受取に係る代理契約を締結した者に対する正常分娩に

係る出産費等の支払に関する事務      を富山県国民健康保

険団体連合会に委託するものとする。 

２ （略） 

３ 理事長又はその委任を受けた者は、第１項の契約をしようとする場

合には、契約の目的、委託金の額、支払金請求の手続、事務費の額、

契約の期間その他必要な事項を記載した契約書を作成しなければな

らない。 

第 10 条 ～ 第 30 条 （略） 

 

第１条 ～ 第８条 （略） 

 （社会保険診療報酬支払基金との契約） 

第９条 組合は、社会保険診療報酬支払基金（以下「基金」という。）

との契約により、次の各号に掲げる事務を基金に委託するものとす

る。 

 ⑴ 保険医療機関若しくは指定訪問看護事業者又は保険薬局に対す

る組合員及び被扶養者の療養の費用の支払に関する事務（当該療養

の給付の審査を含む。次項において同じ。） 

 ⑵ 組合員の出産費及び家族出産費（以下この号において「出産費等」

という。）の支給申請並びに受取に係る代理契約を締結した者に対

する正常分娩に係る出産費等の支払に関する事務 

２ ～ ４ （略） 

 （国民健康保険中央会との契約） 

第９条の２ 組合は、公益社団法人国民健康保険中央会との契約によ

り、法第 63 条第２項の規定により出産費の受給権を有する組合員で

あった者に代わり出産費を代理受領する国民健康保険の保険者に対

し、組合が支払うべき出産費の支払に関する事務を富山県国民健康保

険団体連合会に委託するものとする。 

２ （略） 

３ 理事長又はその委任を受けた者は、第１項の契約をしようとする場

合には、契約の目的      、支払金請求の手続、事務費の額、

契約の期間その他必要な事項を記載した契約書を作成しなければな

らない。 

第 10 条 ～ 第 30 条 （略） 

 

 

 

出産費及び家族出産費の医

療機関等への直接支払に関

する事務のうち、正常分娩に

係る出産費等の支払いにつ

いて、支払基金に事務を委託

するもの。（現行：正常分娩

については、国保連合会に委

託している。） 

 

 

・公益社団法人への移行に 

 伴う規定の整備 

・正常分娩の支払について

は、支払基金に事務を委託

するため、その規定を削除

し、対象者への十分な説明

や本人の認識がなかった

ことによる地共済法 63条

2 項に基づく意思表示が

なされた場合の支給調整

事務を国保連合会へ委託

するもの 

・契約書の記事事項の整備 
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理  由  書 

 

 

 「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一

部を改正する法律（平成 27 年法律第 31 号）により、地方公務員等共

済組合法（昭和 37 年法律第 152 号）第 144 条の 33 の規定が改正され

たことに伴い、本組合を含む保険者は、出産費等の支給に関する事務

について社会保険診療報酬支払基金に委託できることとされ、併せて

総務省通知より「出産費等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱

の一部改正が行われたため、本組合の運営規則について所要の変更を

行うもの。 

 

 

 

＜主な内容＞ 

１ 正常分娩に係る出産費及び家族出産費の直接支払制度の委託先を

国民健康保険中央会から社会保険診療報酬支払基金に変更 

（第９条関係） 

 

２ 対象者への十分な説明や本人の認識がなかったことによる地共済

法 63 条２項の規定に基づく出産費等の支給調整については、引き続

き国民健康保険中央会を通じて実施するための規定整備 

（第９条の２関係） 

 


